
平成２８年度　政府予算案（大阪府教育委員会関係）の決定内容
平成28年2月25日
大阪府
※ ２月１日現在で国の各省庁からの情報により作成したものです。

	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備　考

	１．豊かな心と健やかな体の育成

（１）人権教育の推進
	◆概算要求の状況　文部科学省

○人権教育開発事業　　　　　　　　　　　　　 〔全〕0.7億円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（〔全〕0.8億円）


	〔全〕0.7億円
	

	（２）スクールカウンセラー及び
スクールソーシャルワーカーの
配置
	◆概算要求の状況　文部科学省
○スクールカウンセラーの配置拡充

・公立中学校等における週5日相談体制の実施
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 200校→200校

・公立小･中学校の相談体制の連携促進　 ３00校→3,10０校

・貧困対策のための重点加配　　　　　　 600校→1,200校

・不登校支援のための配置 　　　　       1,147箇所（新規）
○スクールソーシャルワーカーの配置拡充

・段階的に配置拡充 　　　　　　　 　 2,247人→3,047人

小中学校　2,200人→3,000人

高等学校　47人→47人
・貧困対策のための重点加配　　　　　　 600人→1,200人

	200校

2,500校

1,000校
250箇所

3,047人

3,000人

47人

1,000人
	

	（３）いじめ対策の充実
	◆概算要求の状況　文部科学省
○いじめ対策等総合推進事業　　　　　　　　　　〔全〕62億円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（〔全〕49.5億円）

	〔全〕57億円
27補正：〔全〕1.5億円
	

	（４）文化等に関する教育の推進
ア　世界遺産登録の推進
イ　国指定文化財の保存修理等の

促進

ウ　埋蔵文化財等の発掘調査等の
　　促進
	◆概算要求の状況　文化庁
○世界遺産普及活用・推薦のための事業推進 　  〔全〕０.9億円

　　　　　　　　　　　　　　　　   　 　　　 （〔全〕0.9億円）

○史跡等公有化助成　　　　　　　　　　　　〔全〕110.4億円

　　　　　　　　　　　　　　　　   　　　（〔全〕107.８億円）
○文化財の保存修理等　　　　　　　　 　　 〔全〕109.7億円

　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　（〔全〕102.2億円）

○文化財の防災施設設置等（一部再掲）　　　　〔全〕23.7億円

　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　 （〔全〕22.5億円）

○国宝・重要文化財等買上げ　　　　 　　　　 〔全〕19.2億円

　　　　　　　　　　　　　　 　（〔全〕13.9億円
○史跡等公有化助成（再掲）　　　　　　　  〔全〕110.4億円

　　　　　　　　　　　　　　　　   　　　 （〔全〕107.８億円）
○史跡等整備活用事業　　　　  　　　　　　  〔全〕74.8億円

　　　　　　　　　　　　　　  　　 　　　　（〔全〕65.0億円）
○埋蔵文化財発掘調査等　　　　　  　　　 　 〔全〕32 .2億円

（〔全〕29.8億円）

	〔全〕0.9億円

〔全〕106.7億円

〔全〕108.7億円

〔全〕22.5億円

〔全〕13.6億円

〔全〕106.7億円
〔全〕65.1億円
〔全〕30.0億円　　　　　　
	

	（５）携帯電話・インターネット上の有害情報対策の充実
	◆予算項目以外の状況

・通信関係団体等に対するフィルタリング設定の義務化に向けた法令整備などの要望は実現していない。

	

	（６）学校給食の充実
	◆概算要求の状況　文部科学省

○学校給食施設の整備　　　　　　　　 〔全〕1,587億円の内数

　　　　　　　　　　　　　　　 （〔全〕231億円の内数）

	〔全〕282億円の内数
	


注） 〔全〕：全国枠予算、〔国〕：国費ベース、〔事〕：事業費ベース
	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備　考

	２．特別なニーズに対応した教育の
推進
支援を必要とする幼児・児童・
生徒の教育環境の充実
ア　介助職員等の雇用のための財源措置及び特別支援学級編制基準の改善
	◆概算要求の状況　文部科学省

○インクルーシブ教育システムの推進　　　　　〔全〕15.3億円
（新規）
　・早期支援コーディネーター　　　　　　　　　　  約140人

　・合理的配慮協力員　　　　　　　　　　　　　　  約350人

　・外部専門家（理学療法士、作業療法士、言語聴覚士等）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 約430人

　・看護師　　　　　　　　　　　　　　　　　　  約1,460人

　・体制整備補助　　　　　　　　　　　　　　　  約350地域

	〔全〕11億円
　94人

282人

428人

1,000人

350地域
	

	
	◆予算項目以外の状況　
・特別支援教育支援員については、交付税により財源措置されている。

	

	イ　発達障がいのある児童・生徒へ
の指導充実のための人的措置と、
通級指導教室の増設置が可能と
なるよう教員配置の措置
	◆概算要求の状況　文部科学省

○発達障害の可能性のある児童生徒等に対する支援事業

〔全〕6.4億円

（〔全〕5.9億円）
○自立・社会参加に向けた高等学校段階における
特別支援教育充実 　　　　　　　　　  　 　　〔全〕3.9億円

　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　（〔全〕3.9億円）
○教職員定数の改善　　　　　　900人の内数→3,040人の内数

・学校現場が抱える課題への対応

　　　　　　　　　　　　　　250人の内数→940人の内数

うち特別支援教育の充実 　　　　　　　　 100人→300人


	〔全〕5.9億円

〔全〕3.5億円

525人の内数
235人の内数

50人


	

	ウ　標準法定数内での専門家や特別支援教育コーディネーターの配置


	◆予算項目以外の状況　
・標準法定数内での専門家や特別支援教育コーディネーターの配置にかかる要望は実現していない。
	

	エ　特別支援学校の学習環境の改善
	◆概算要求の状況　文部科学省
○公立学校施設の老朽化対策を中心とした教育環境の

改善等の推進　　　　　　　　　　　〔全〕2,089億円の内数

　　　　　　　　　　　　　　　　　 （〔全〕1,993億円の内数）

	〔全〕708.9億円の内数
	

	オ　特別支援学校通学用スクール

バスへの財源措置
	◆予算項目以外の状況　
・特別支援学校に係る通学用スクールバスについては、普通交付税により財源措置されているが、運行実態に見合う適切な財源措置は実現していない。

	

	カ　高等学校に在籍する障がいのある生徒の教育環境充実に係る財源措置及び特別支援学級設置についての法的整備と必要な財源措置


	◆概算要求の状況　文部科学省
○自立・社会参加に向けた高等学校段階における

特別支援教育充実事業（再掲） 　　　　      〔全〕３.9億円
　　　　　　　　　　　  　　　　      　　　（〔全〕3.9億円）

	〔全〕3.5億円の内数
	

	
	◆予算項目以外の状況

　Ｈ27.12.21　中央教育審議会「チームとしての学校の在り方と今後の改善方策について」（答申）

（特別支援学校における看護師等配置に係る補助事業の拡充と配置人数の増加、特別

支援教育支援員の配置実績に応じた地方財政措置など）

　H27.11.17～ 高等学校における特別支援教育の推進に関する調査研究協力者会議
　　　　　　　　（高等学校における特別な教育課程の編成の制度化など）


	


注） 〔全〕：全国枠予算、〔国〕：国費ベース、〔事〕：事業費ベース

	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備　考

	３．教育費負担の軽減に向けた経済的支援

（１）就学援助制度の充実

	◆概算要求の状況　文部科学省

○要保護児童生徒援助費補助　　　　　 　　　　 〔全〕8.４億円

　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 　　　 （〔全〕8.4億円
	〔全〕7.9億円
	

	（２）奨学施策の充実
	◆概算要求の状況　文部科学省

○「有利子から無利子へ」の流れの加速　　 〔全〕1,071.7億円

　　  　　　　　　　　　　　　　 　　　　 （〔全〕808.2億円）

○無利子奨学金事業の拡充

・事業費　　無利子奨学金　    3,124.9億円→3,344.4億円

　　　　 　＜有利子奨学金　　　7,965.8億円→7,930.6億円＞
・貸与人員　無利子奨学金 　　        　46万人→49.8万人

　　　　 　＜有利子奨学金　　　　　　87.7万人→85.7万人＞
○「所得連動返還型奨学金制度」の導入に向けた対応の加速

  ・システム改修・開発費　　　　　　　　　　　〔全〕25億円
　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　 （〔全〕１.5億円）

	〔全〕945.4億円
3,222.5億円
＜7,685.6億円＞
47.4万人

＜84.4万人＞

〔全〕5億円
27補正：〔全〕23億円
	

	４．学校における児童生徒等の安全の
確保
学校等における安全管理体制の
充実

	◆概算要求の状況　文部科学省

○学校・家庭・地域の連携協力推進事業　〔全〕70.3億円の内数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （〔全〕50.8億円の内数）
	〔全〕52.5億円の内数
	

	５．現場重視の学校運営・地方教育
行政の改革

県費負担教職員に係る権限の
市町村への移譲

	◆予算項目以外の状況

・県費負担職員の給与等の負担、任命権、定数の決定及び学級編制基準の決定にかかる中核市等への権限移譲については、国において検討中
	

	６．良好で質の高い学びを実現する
教育環境の整備
学校図書館の充実
	◆概算要求の状況　文部科学省
○義務教育費国庫負担金　　　  〔全〕1兆5,163.4億円の内数

　　　　　　　　　　 　　　　（〔全〕1兆5,284.0億円の内数）

○教職員定数の改善　　　　　　900人の内数→3,040人の内数

・チーム学校の推進による学校の組織的な教育力の充実

　　　　　　　　　　　　　　230人の内数→660人の内数

うち専門スタッフの配置促進　100人の内数→100人の内数

（学校司書､ICT専門職員等の配置の充実）


	〔全〕1兆5,270.6億円の内数

        525人の内数

　　　　　　100人

０人

※予算措置なし
	


注） 〔全〕：全国枠予算、〔国〕：国費ベース、〔事〕：事業費ベース
※金額上段：28年度要求額


（下段：27年度予算額）
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